平成２１年度
第２回神奈川地方労働審議会

（議　事　録）

（平成２２年２月２２日）
神奈川労働局総務部企画室

平成２１年度第２回神奈川地方労働審議会

１　日時

　　平成２２年２月２２日　午前１０時～１２時

２　場所

　　横浜第２合同庁舎共用第１会議室
３　出席者

【委員】
公益代表：柴田委員、小林（照）委員、松本委員、浅海委員
労働者代表：柏木委員、五十嵐委員、佐々木委員、髙橋委員

使用者代表：石部委員、埜瀬委員、髙木委員、阿部委員

【事務局】
八田局長、高渕総務部長、小林労働基準部長、松瀬職業安定部長、大西雇用均等室長ほか

４　議題

（１）平成２２年度神奈川労働局行政運営方針（案）の説明
（２）質疑・意見交換
５　議事

○近藤企画室長補佐　
定刻となりましたので、ただいまより平成21年度第２回神奈川地方労働審議会を開催させていただきます。本日、司会を務めさせていただきます企画室補佐の近藤と申します。よろしくお願いいたします。

　初めに、事務局より本日の各委員出席状況について御報告いたします。

○平野企画室長　
おはようございます。企画室の平野でございます。本日はお忙しい中、御参集いただきましてありがとうございます。それでは、出席状況について御報告いたします。

　現在、公益委員４名、労働者代表委員４名、使用者代表委員３名となっていますけれども、高木委員が10分ほど遅れて到着いたしますので、一応合計12名の委員の皆様が出席されるということでございます。従いまして、委員総数18名のうち３分の２以上の御出席をいただくということになりますので、地方労働審議会令第８条により、本日の会議の開催及び議決ともに有効であることを御報告申し上げます。
○近藤企画室長補佐　
ありがとうございます。本審議会は、神奈川地方労働審議会運営規程第５条に基づき、原則として公開となっております。発言者のお名前を含めた議事録をホームページ等で公開させていただくことになっておりますので、御了承お願いいたします。また、議事録作成のため、御発言の際はマイクの使用をよろしくお願いいたします。

　それでは、議事に入ります前に、事務局から資料の説明をさせていただきます。本日の資料につきましては、机上に配付させていただいております次第の下に資料目次が入っておりますので、そちらで御確認をお願いいたします。ファイリングしてあります資料は、事務局で８部、総務部で１部、基準部で11部、安定部で６部、均等室で３部、以上となります。また、ファイリング資料とは別に本日の追加資料といたしまして、まず「神奈川における仕事と生活の調和の実現に向けた提言」、下に「カエル！ジャパン」と入っているものが１部と、横浜市歌が１枚紙で入っております。以上が資料になります。

　では、主催者側を代表いたしまして、八田局長よりごあいさつを申し上げます。局長、よろしくお願いいたします。

○八田局長　
おはようございます。労働局長でございます。会議室が広いですけれども、暖房が不十分でありまして、大変恐縮でございます。労働局長室も似たような環境でございまして、多分、この合同庁舎を管理いただいています財務事務所の方で、地球温暖化対策で冷房温度を上げ、暖房温度を下げるという一環かと思いますが、何とぞよろしくお願いしたいと思います。

　本日の審議会では、来年度の神奈川労働局の行政運営方針等について御報告をさせていただき、御意見をいただく場でございます。運営方針の内容はこの後担当部長から御報告させていただきますけれども、私なりに来年度の労働政策、労働対策を考えたときに、２つの視点があると思っております。

　１つは、申すまでもなく、一昨年来の厳しい経済環境の中での雇用労働対策という視点でございます。前政権からの累次の補正予算等によりまして、緊急雇用対策をいろいろな形で打っております。県内の企業のこれ以上の離職者を出さないようにお願いする雇用調整助成金も活用いただいておりますし、また、就職のお世話をしていこうということで様々な対応をしております。
また、新規学校卒業予定者、高校３年生、大学４年生の就職ということも非常に難しい課題でありまして、先々週にも横浜市とハローワーク横浜が一緒になって高校３年生を対象とする就職面接会を開いておりますし、今週は大学生、あるいは若年の失業者のための面接会をやはり横浜市とハローワークで一緒にやるというようなこともございます。
　また、労働基準行政に関しましても、やはり労働情勢が厳しい状況でありますので、解雇者が増え、あるいは賃金不払いというような残念な事案が増えておりまして、そうしたことを監督署に申告という形で相談に来る件数が非常に増えておりまして、これも高止まりというような状況もございます。そうしたことは、多分年度が変わっても、急速に改善ということはないと思います。
　もう一つの視点として、これは中長期的な話だと思います。先週の衆議院の厚生労働委員会の場で厚生労働大臣が所信表明をされた原稿が私どもにも回ってきておりますけれども、現在の我が国の社会と申しますのは、65歳以上を３人の現役世代が支えているんだそうです。ただ、もう既に人口は減少が始まっておりますし、それから45年後、2055年というふうに書いてありましたけれども、このままでまいりますと、人口が9,000万人を割り、現役世代が65歳以上の１人を１人が支えるという構図が予想されます。
現在の３人で１人を支える社会というのを「騎馬戦型」というふうにその原稿にはありましたけれども、45年後になりますと１人で１人ですから、今度は肩車社会になるというような、非常に恐ろしいというか、恐いようなことが書いてあって、決してそういうことにならないような少子高齢化対策を打っていかなければいけないと思っています。

　職業安定行政の分野では、60歳定年年齢を過ぎても、公的年金の支給開始年齢に合わせて企業内での継続雇用をお願いする仕組みも回っておりますし、労働基準行政の分野では、これまで企業の安全を支えてきてくれた方、団塊の世代の方々が退職年齢を迎える中で、職場の安全ということをきちっと継続していかなければいけない。あるいは、１点目とちょっと重複いたしますが、非常に経済情勢が厳しいわけでありますけれども、そうした中で安全は何にも勝る大切なカードである、キーであるということをしっかり御認識をいただくということは、当面の問題としても、また中長期的にも大切なことですし、また仕事と生活の調和、ワーク・ライフ・バランスというようなことも含めて、過重労働を何とか是正していただこうということも、中期的に見て、労働力を有効に活用していくというのはちょっと視点が違うのかもしれませんけれども、働きがいを持って労働者の方が働いていただくためにはすごく大切なことなんだろうと思います。また、均等行政の分野では、まさに少子化の問題を支えるための育児・介護休業法の施行がもうそこまで来ておりますし、また企業においての次世代を支えるお取り組みをお願いしている次世代育成支援法といった法律などもあるわけでありまして、そうした意味では短期的な当面の課題と中長期的な課題にしっかり取り組んでいくというような大きな視点でということだと思っております。

　それから、もう一つちょっと違う点で申しますと、非正規労働者の問題も、一昨年の製造業の派遣労働者が大量に離職して、大きな社会問題になったことも記憶に新しいわけでありますけれども、現政権において労働者派遣法を見直して、登録型派遣といいまして、仕事があるときだけ雇われるという仕組みの派遣、あるいは物の製造分野での派遣、更には日々の派遣に関しては、基本的には原則として禁止をしていくという形での法案に向けた検討が厚生労働省の審議会で進められているという情報を得ております。

　ただ、景気は常に波動するわけでありますので、正社員だけですべての生産活動がうまくいかないということは言うまでもないように思いまして、そうした意味では一定の非正規分野が必要になるんだと思いますけれども、そうした分野が労働者派遣という形から有期期間雇用、あるいはパート・アルバイトというような直接雇用での非正規雇用にシフトしていくことが、枠組みが変わることによって想定されるわけであります。

　そうした中で、雇用保険法の改正法案、これは既に国会に出ているというふうに承知しておりますけれども、現在６か月以上の雇用見込みの方が適用の対象だったものが、今度は31日以上の雇用見込み、30日以下は現在でも日雇い雇用保険の対象になるそうでありますので、そうした意味からしますと、すべての雇用される労働者が雇用保険の対象になるということのようであります。全国で新たに、255万人ほどの適用が拡大されるというような情報もいただいております。

　また、労働基準行政の分野でも、労働基準法の中で有期雇用契約に関しては原則３年間というような規制があるわけでありますけれども、これについても現在検討会をつくって、その在り方が検討されているというような情報もございまして、そうした意味では、非正規労働が派遣から直接雇用に大きくシフトしていく中で、それらの方々についてのセーフティーネットが今後の大きなテーマとして検討が進んでいるということもあるのかと思います。

　今日、神奈川県の小林商工労働部長が県議会開会中ということで、残念ながら御出席いただけておりませんけれども、私どもはいろいろな形で企業の方、労働者の方とやりとりをしていますと、「あなたたちは国家公務員だ、国だというのはわかるけれども、自分たちにとって何が課題か、行政が何をしてくれるのかということが自分たちが求めているものなんだ」というようなことをよく耳にしております。いろいろな形で、神奈川県とも、また先ほど面接会を横浜市と一緒にやっていますということを申し上げましたけれども、横浜市を初めとして、県内各市町とも連携した事業を打っております。
　それぞれが別の機関であって、ある意味では連携をしながら進めるということは大切なことですけれども、私が思っておりますのは、それぞれ別の機関であるけれども、それぞれの持っている施策を持ち寄って、ともに働くという意味での「協働」というような言葉で、連携から協働へというようなことで取り組んでいきたいなと思ったりしております。

　今日は、そんなこともありまして、本年の10月に横浜、相模原あたりを中心に、技能五輪、技能オリンピックの全国大会が神奈川県で開催される、これはそのマスコットで、これも県庁からもらったもので、私が買ったのではありませんが、それをここに出しておりますのと、横浜市歌を配りましたと言いましたが、これは労働行政と直接関係ありませんが、森鴎外作詩のこういったすばらしい歌があるというのを年明けに私は知りまして、労働局の幹部会議でも、みんなで歌を覚えて合唱しようということで今準備を進めたりしております。そうしたことで神奈川労働局は、厚生労働省の神奈川県にある出先であり、管下に12の監督署、14のハローワークを持っておりますけれども、一方で神奈川県、県内の市町村ともいろいろな形で施策を持ち寄り、ともに前に進んでいきたいなと思っています。
　今日は、私のあいさつが長くて恐縮でありますが、できるだけ資料の説明時間を抑えまして、委員の方々から忌憚のない御意見をたくさんいただこうという趣旨で、説明者も各部長に振っていたものを総務部長に集約して御説明をさせていただき、詳しいお答えはそれぞれ部長からお返しさせていただこうと思いますけれども、そういう趣旨で会議をさせていただいております。なかなか暖かくならなくて恐縮でございますが、それらの御容赦も含めて、どうかよろしくお願いいたします。

○近藤企画室長補佐　
それでは、次第に従いまして３の議題に入ります。以後の進行は審議会会長であります柴田会長にお願いしたいと思います。会長、よろしくお願いいたします。

○柴田会長　
　それでは、議題に従いまして議事を進行させていただきます。まず、１番目の平成22年度神奈川労働局行政運営方針（案）の説明ということでございます。今、局長からお話がございましたように、一括して高渕総務部長さんからお話しいただくということですので、部長、よろしくお願いいたします。
○高渕総務部長　
総務部長の高渕でございます。私の方から、できるだけ簡潔にということですが、約20分から25分程度時間をいただきまして説明申し上げたいと思います。
　ファイルに綴じてございます「事務局－７」とインデックスがついているものが行政運営方針（案）でございます。１枚おめくりいただきますと、目次がついてございます。この運営方針案の構成ですが、第１に「神奈川の労働行政を取り巻く情勢」に触れた後、第２といたしまして、「神奈川における労働行政の現状と課題」を掲げてございます。行政課題につきましては、「安心・活力の実現に向けた雇用対策の推進」、これと対で、「安心して働くことのできる環境整備」とに分け整理してございます。
　目次の右側のページに第３といたしまして、「神奈川地方労働行政の展開に当たっての基本的対応」とございます。１つには、私ども神奈川労働局が国の労働施策を実施する第一線機関といたしまして、日ごろ、働きがいのある人間らしい仕事、いわゆるディーセントワークの実現を意識いたしながら、雇用の安定、労働条件の確保、仕事と生活の調和の実現等の課題につきまして、機動的で的確な対応、効果的かつ効率的な展開を図るとともに、業務運営の進捗状況を定期的に分析しながら計画的な行政運営を行い、労働局の総合力を最大限に発揮することで、県民、国民の負託にこたえていくという基本的なお考えを示してございます。

　更に、基本的対応といたしまして、地域に密着した行政の展開を掲げてございます。地域経済情勢、産業、企業動向、地域ニーズ等を把握いたしまして、適切で効果的な対応を行なう上で、神奈川県各市町村、神奈川県経営者協会、連合神奈川、地方公共団体、労使団体、関係団体との緊密な連携を図ることが極めて重要でございます。こうした情勢や行政課題、行政運営に当たっての基本的スタンス等を踏まえまして、運営方針案、11ページ以降に平成22年度の重点施策を列挙してございますので、簡潔にご説明させていただきます。
　11ページをお開きいただきたいと思います。11ページ最下段から12ページにかけてごらんいただければと思います。「総合的労働行政機関として推進する重点施策」の事項でございます。神奈川労働局は、総合的労働行政機関といたしまして、地域の実情に即した施策を展開する中で、特に重点的に取り組む事項といたしましては、まず何よりも神奈川緊急雇用対策本部の取り組みでございます。雇用失業情勢悪化に対応するため、平成20年11月に神奈川県、更に関係機関との連携により立ち上げました緊急雇用対策本部を中心といたしまして、22年度においても引き続き切れ目のない効果的な緊急雇用対策を推進してまいります。

　１つに「雇用維持対策」とございます。休業、教育訓練、または出向を行なうことによりまして、雇用の維持を図る事業主を支援する助成金でありますところの雇用調整助成金及び中小企業緊急雇用安定助成金の県内におきます活用につきましては、昨年の４月から12月にかけましては、延べ約３万事業所が実施計画の届出を行なっている状況でございます。しかし、まだ制度がすべての事業主に周知されていない現状もありますことから、昨年12月からの支給要件の緩和を含めた制度の周知、活用を啓発する必要がございます。引き続き、神奈川労働局、神奈川県、及び関係団体との協議による説明会などを実施いたします。更に、経済団体等への雇用維持の要請のため、神奈川県と共同した各種要請行動を実施してまいりたいと考えております。
　２つ目に、「非正規労働者の雇用安定対策」とございます。非正規労働者の雇止めは鈍化傾向にあるものの、平成20年10月から今年の１月までの累計では約8,700に上ってございます。今後においても、経済情勢の先行き不安から、引き続き雇用安定等の対策を図る必要がございます。局、及び管下の労働基準監督署、並びに公共職業安定所におきまして、有期契約労働者の雇用管理の改善に関するガイドライン、こういったものの周知、広報を行なうとともに、企業倒産に伴う離職を初めとする雇用機会の喪失に際しまして、未払い賃金の未然防止等、労使間に混乱が生じないよう、関係法令について周知、啓発を実施してまいります。
　３つ目の「貧困・困窮者や非正規労働者に対する支援対策」でございます。離職に伴い、住居の喪失、または維持が困難となった離職者、雇用保険の求職者給付が受けられず、生活に困窮し、就職活動を円滑に行なうことが困難となっている求職者に対します支援につきましては、本年度、各ハローワークにおいて、神奈川県、あるいは市町村、そして社会福祉協議会、ほか関係機関と連携いたしまして、ワンストップ・サービス・デイを開催したわけでございますが、22年度におきましても引き続き支援を行なってまいります。22年度においては、県レベル、及び各地域に設置される協議会におきまして、各地域の実情に沿った具体的な連携の在り方を検討の上、より効率的、効果的な支援を行なってまいります。

　４つ目の「雇用機会の確保対策」でございます。本年度においては、各ハローワークにおきまして緊急求人開拓推進員を活用いたしました緊急求人開拓を行い、年度目標を掲げまして、求人数約２万7,000件という目標に対しまして、昨年12月段階では２万6,000件と、ほぼ順調に推移している状況でございます。引き続き、各ハローワークの職員、緊急求人開拓推進員を中心に、更に神奈川県の中小企業活性化推進員の御協力も得ながら、緊急求人開拓を実施してまいります。更に、経済団体等へ雇用拡大の要請のため、神奈川県と共同した各種要請行動を実施してまいりたいと考えてございます。

　最後の５つ目、「新卒者支援対策」でございます。現下の経済情勢の悪化を受けまして、新規高卒求人数の大幅な減少や内定率の低下など、非常に厳しい状況が続く懸念がございます。このため、局と県は経済団体等への新規学卒者求人要請を実施いたしました。ハローワークにおいては、高卒、大卒、就職ジョブサポーターを活用いたしまして、学校との連携をより一層図りまして、未内定者の把握、個別求人開拓等を積極的に実施してまいります。以上、緊急雇用対策の取り組む項目を御説明いたしました。

　続いて、12ページの真ん中、（３）「職業能力開発行政との連携」についてでございます。こうした厳しい雇用失業情勢の中で、職業訓練の果たすべき役割はますます大きなものとなってございます。このたび、局及び各ハローワークは神奈川県が策定いたします職業能力開発促進計画に積極的に関与するとともに、ハローワーク利用者に対します職業能力開発施設及び訓練コースの周知、広報や、訓練希望者の的確な送り込み、在校生、修了生に対する就職支援等を進めてまいります。
　更に、雇用保険を受給できない求職者等に対します新たなセーフティネットでございます緊急人材育成支援事業の積極的な活用を図るため、局のホームページを活用した周知、及び職業相談窓口におきます周知を徹底いたします。また、定員の完全充足のための取り組み強化、及び充足可能性の高い訓練コースの確保、設定のため、独立行政法人雇用・能力開発機構神奈川センターとの連携をより一層強化してまいります。

　以上、総合的労働行政機関として推進する重点施策に関する説明でございました。

　次に、12ページの下から７段目以降の「労働基準行政の重点施策」について御説明いたします。労働基準行政における平成22年度の重点施策項目は大きく３点に整理できます。１つに、13ページから記載がございます、厳しい経済情勢下での法定労働条件の確保対策、２つ目には15ページから記載がございます、長時間労働の抑制及び過重労働による健康障害防止対策、３つ目が16ページ中ごろから記載がございます、労働災害の未然防止対策と迅速・適正な労災補償の実施でございます。
　１つ目の13ページから記載がございます、厳しい情勢下での法定労働条件の確保対策でございます。平成21年の監督署の窓口で受けました賃金不払い、あるいは解雇にかかる申告件数が2,500件を数えたところでございます。引き続き増加するのではないかと懸念してございます。このような状況におきまして、労働条件の切下げ等、法定労働条件の確保に問題が認められるところから、監督署に寄せられる申告や大量整理解雇等の情報を把握した場合には、速やかな監督・指導を行なうこととしております。また、雇用期間が有期である有期契約労働者にかかる契約期間途中での解雇等を防止するため、資料として本日「基準－２」とインデックスをつけてございますので、後ほどごらんになっていただければと思いますが、「有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準」がございます。これに関しまして啓発・指導を実施いたします。派遣労働者、外国人労働者、技能実習生等、雇用関係において問題が認められる事案につきましては、職業安定機関を初め、関係行政機関と連携を図りながら、指導・監督等を行なっていく考えでございます。

　運営方針の14ページ以降になりますが、国民生活のセーフティーネットとして位置づけられる最低賃金制度につきましては、生活保護水準との乖離解消を図るため、平成22年度においても中央最低賃金審議会の目安を踏まえ、神奈川最低賃金審議会において十分審議が図られるよう、その円滑な運営を図ります。

　なお、県最低賃金は現在時間額789円でございますが、生活保護水準との乖離幅は現時点で43円でございます。

　また、こうして改正された金額の周知につきましては、使用者団体、労働団体、各行政機関等の協力を得ながら、広く周知し、その遵守徹底を図ってまいります。関係資料は、「基準－８」とインデックスがございます資料に添付してございます。

　次に、基準行政における重点施策項目の２点目でございます。15ページから記載がある、長時間労働の抑制及び過重労働による健康障害防止対策でございます。厳しい経済情勢の影響で生産活動等が低迷したこともございまして、労働時間、特に時間外労働時間数、残業時間数が大幅に減少しているところでございます。本年４月１日には、時間外労働に対します割増賃金率の引上げを主体とした改正労働基準法が施行されるところでございます。長時間労働の抑制を図ることとしてございますが、改正内容の詳細につきましては、これも「基準－３」とインデックスをつけました資料に添付してございます。
　また、脳・心臓疾患にかかる労災請求事案の増加を背景に、その発症要因となる過重労働対策といたしまして、長時間労働者に対する医師による面接指導制度や、衛生委員会の機能強化等、過重労働による健康障害防止対策の周知、指導を図ることとしております。併せて、精神障害にかかる労災請求事案が増加傾向にあることから、職場におきますメンタルヘルス対策につきましても、「労働者の心の健康の保持増進のための指針」に基づく取り組みを実施いたします。これも関係資料「基準－７」に添付してございます。
　なお、ワーク・ライフ・バランスにかかる取り組みにつきましては、「神奈川仕事と生活の調和推進会議」の提言を、局及び管下の労働基準監督署におきまして、集団指導等の際に説明してきたところでございます。平成22年度におきましても、新たに取り組む予定の事業の実施、継続してその推進を図ることとしてございます。
　提言において定められました目標の進捗状況につきましては、ファイルとは別に別途配付してございます。現状では、年次有給休暇の取得率が残念ながら低下してございます。併せて、平成22年度新規に取り組むこととしている事業案を添付してございますので、別途御一読いただければと思います。
　最後に、基準行政における重点施策項目の３点目でございます。16ページ中ごろから記載してございます労働災害の未然防止対策と迅速、適切な労災補償の実施でございます。　

平成21年の休業４日以上の死傷者数は、前年に比べ約13％の減少となりましたが、死亡者数は残念ながら49人と、前年から５人増加してございます。死傷者数の大幅な減少は産業経済活動の影響も大きく、事業所におけるリスクは必ずしも減少しているわけではないのではないかと考えてございます。事業所には自主的な安全性管理活動の一層の促進を図る指導をしているところでございますが、特にリスクアセスメントの取り組み、及びその充実について指導してまいりたいと考えてございます。

　派遣労働者に関しましては、労働災害が派遣先で起きた場合、安全衛生面の責任は派遣先にございますので、監督署に提出される死傷者、死傷病報告に基づきまして、派遣先事業場に対して災害防止にかかる指導を徹底してまいります。運営方針（案）18ページ以降でありますが、労災補償対策の推進に関しましては、不幸にして労働災害に被災した労働者に対する迅速、適正な労災補償について、引き続き取り組むとともに、請求人に対する処理状況の連絡等の窓口業務の改善にも取り組んでまいります。
　なお、石綿（アスベスト）にかかる特別遺族給付金の請求期限が平成24年3月27日でありますことから、受給対象者が権利を行使できますように、石綿救済法の内容と併せ、補償制度の周知に努めてまいります。以上、基準行政の重点施策について御説明いたしました。

　次に、19ページの上から４行目以降の「職業安定行政の重点施策」について御説明いたします。職業安定行政の重点施策につきましては、先ほど御説明申し上げましたとおり、まずもって緊急雇用対策の推進に全力を挙げることでございますが、19ページ以降の運営方針におきましては職業安定行政における目標数値をお示しした上で、具体的な施策の内容につきましては20ページ下の方の（２）「若年者雇用対策の推進」以降、37ページの（14）に至るまで、各種施策事項を列挙してございます。このうち、新規項目の主なものについて御説明申し上げます。

　30ページをお開きいただきたいと思います。下の方に（カ）「有期契約労働者の処遇の改善等」とございます。この２行目に、キャリアアップハローワークにおけるアドバイザー等による支援を実施すると書いてございますが、神奈川県当局におきましても、来月、３月になりますが、相模大野駅前にキャリアアップハローワークを開設いたしまして、非正規労働者の総合的支援を展開することとしているところでございます。
　次に、34ページでございます。これも下の方ですが、ウの（イ）「緊急人材育成支援事業による職業訓練の活用」とございます。これにつきましては、現在、いわゆる基金方式により実施しているところでございますが、23年度以降、恒久的な制度に移行することを見据えまして、22年度においても積極的な活用を図ることとしてございます。先ほども申し上げましたが、労働局におきましてはホームページ、あるいはハローワーク庁舎内において積極的な周知を展開してございますが、更なる広がりのためには、より広範囲に広報を展開していかなければならないと考えてございます。今後、各団体にお願いすることがあり得るので、御協力いただければ幸甚でございます。

　次に、今度は資料の方でございますが、インデックス「安定－１」と書いた資料をお開きいただきたいと思います。横書きで書いた資料でございます。この「安定－１」は「緊急雇用対策の実施状況について」という資料でございます。これは、神奈川県におけます緊急雇用対策の事項と対策内容、及びその具体的な実施状況を整理したものでございます。
　１ページ目に、雇用調整助成金、先ほど何度も御説明してございますが、これの生産量要件の緩和と、実施状況等という項目がございます。県内事業主の雇用維持努力に役立っているこの助成金でございますが、資料の次の「安定－２」にこの状況が示されてございます。先ほど申し上げましたように、12月までの累計で延べ３万事業所、122万人の御利用がございます。最近の傾向といたしましては、中小企業、中小規模の企業の利用が増えているという点が特徴でございます。
　なお、今年度12月までの支給金額、約280億円となってございます。神奈川局といたしましては、事業主にこの雇用調整助成金を周知するため、これまで自治体、関係団体に御協力いただきながら、合計31回にわたる説明会を行なってきているところでございます。引き続き、周知に徹底したいと思ってございます。

　また、「安定－１」の資料に戻っていただきまして、今度は３ページでございます。「雇用保険制度の機能強化」という欄がございます。これにつきましては、今度は「安定－６」というところに関係資料を添付してございます。今国会で雇用保健法の改正が予定されてございます。主なポイントが２点ございます。
　１点目は、雇用保険制度の安定的運営を確保するため、21年度の国庫負担として3,500億円の一般財源を雇用保険財源に投入いたしまして、23年度からは国庫負担を本則25％、4分の１に戻すというものでございます。現在、国庫負担割合はその本則４分の１の更に55％に当たります13.75％とされているところでございます。また、雇用保険二事業、これは事業主からいただいている財源でつくってございますが、この弾力条項の発動を停止いたしまして、22年度の雇用保険料率を事業主負担と労働者負担も合わせて全体といたしまして1000分の15.5とするものでございます。さきに御説明したように、当県では雇用調整助成金280億円を支払っているわけでございます。今後、更に失業給付も膨らんでおり、基本手当についてだけでなく、昨年度１年間で約570億円の支給に対しまして、本年度は12月まで既に700億円を超えている状況でございます。
　雇用保険法改正の２点目でございますが、非正規労働者に対するセーフティネットの拡大でございます。昨年４月、短時間労働者の適用基準を１年以上雇用見込みから６か月以上雇用見込みに条件緩和したところでございますが、今後更に31日以上雇用見込みまで緩和いたします。また、雇用保険未加入者に対します遡及適用期間の改善を行ないます。現行では、被保険者であったことが確認された日から２年間まで遡及可能としてございますが今後は、保険料控除が給与明細などで確認できる時点まで、２年を超えても遡及できることとなります。

　また、「安定－１」の資料に戻っていただきます。今度は「安定－１」資料の４ページにございますが、ワンストップ・サービス・デイの開催に関してでございます。これに関します関係資料は「安定－３」につけてございます。この資料にございますように、前回、審議会直後の11月20日と12月21日にワンストップ・サービス・デイを開催いたしました。神奈川県におきましては、12月21日において全県を対象といたしまして11安定所で実施いたしました。238名が御利用されました。利用者アンケートにおきましては、「大変よかった」とか「よかった」を合わせて８割以上の方に満足していただいているところでございます。

　なお、今後につきましては、今度は資料「安定－４」にございますように、「生活福祉・就労支援協議会」、これは仮称でございますが、こういった協議会を県レベル、そして地域レベルで立ち上げまして、ワンストップ・サービスの在り方を含めまして、今後の生活困窮者対策について検討することといたしております。

　次に、資料「安定－１」の５ページに書いてございます新規学校卒業者対策でございます。「資料安定－５」にございますように、この３月卒業の新規高校卒業生の就職状況は、12月末現在で求人事業所数が対前年比30.7％の減少となるなど、求人倍率は1.36倍で、これは昨年同期が2.33倍でございますから、これを大きく下回ってございます。就職内定率も前年同期比12.4ポイント減の67％となってございます。こうした厳しい状況を受けまして、資料「安定－１」の５ページ、実施状況の欄にございますように、例年ないほどの多くの就職面接会を開催することとしております。以上、職業安定行政重点施策のポイントについて御説明申し上げました。

　次に、運営方針の今度は37ページにお戻りいただきたいと思います。37ページの中ごろから39ページの２行目まで記載がございます「雇用均等行政の重点施策」について御説明いたします。

　１つ目、「職業生活と家庭生活の両立支援対策の推進」についてでございますが、22年度におきましては、子育て中の短時間勤務制度、所定外労働の免除の義務化、そして父母ともに育児休業を取得する場合の休業可能期間の延長、これを「パパ・ママ育休プラス」と呼んでございます。こういったものを盛り込んだ改正育児・介護休業法が６月30日から施行されることから、改正法の円滑な施行に向け、まずは法の周知に全力を挙げる所存でございます。法に沿った制度が定着するよう、企業に対しましては個別指導を行なうほか、育児休業等を理由とする不利益取扱いに対します相談への対応、厳正な指導、創設されました紛争解決援助制度の利用促進に努めてまいります。
　なお、改正後のポイントにつきましては、資料「均等－２」につけてございます。

　次に、「次世代育成支援対策の推進」でございますが、改正次世代法によりまして、平成23年４月１日から、法に基づきます一般事業主行動計画の策定及び労働局への届出義務が、301人以上の企業から、今度は101人以上へと拡大いたします。そうした中小企業に対する早期の計画策定届出につきまして周知啓発を図ってまいります。

　なお、１月末でございますが、直近の県内企業の行動計画届出状況につきましては、資料「均等－３」にございますが、301人以上の企業においては734社、300人以下の企業におきましては646社、計1,380社となってございます。また、行動計画の目標を達成する等、一定の要件を満たした企業からの申請を受けまして、労働局長が認定するいわゆる「くるみんマーク」の取得企業、これは22社が決定しているところでございます。

　２つ目の重点施策、「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保対策の推進」についてでございます。男女均等確保対策につきましては、引き続き積極的な指導によりまして、均等法の履行確保に取り組むほか、均等取扱い、妊娠・出産等を理由とする不利益取扱い、セクシャルハラスメント等に関し相談がなされた場合、紛争解決援助制度の活用により円滑かつ迅速な解決を図ってまいります。
　３つ目の重点施策、「パートタイム労働者の働き・貢献に見合った公正な待遇等確保対策の推進」についてでございます。パートタイム労働者対策につきましても、引き続き指導を通じてパートタイム労働者の雇用管理改善を図るほか、パートタイム労働法にかかる労使間の紛争が認められる場合には、紛争解決援助制度の活用によりまして解決を図ることといたします。以上が「雇用均等情勢の重点施策」についての説明でございます。

　次に、運営方針の39ページから40ページまで記載のございます「労働保険適用徴収業務等の重点施策」について御説明いたします。労働保険制度は、労災保険、労災給付、失業給付等を通じまして、労働者の福祉の増進に寄与するとともに、労働行政を財政面から支える重要な役割を担っている制度でございまして、神奈川局におきましても、制度の健全な運営、費用負担の公平等の観点から、適用の促進、滞納の整理、円滑な年度更新事務、そして労働保険料の基礎調査等に重点を置いて取り組んでいるところでございます。

　中でも、労働保険の未手続事業の一掃につきましては、重点的な課題の一つと位置づけまして、平成20年度から22年度までの３か年を一つの区切りといたします労働保険適用促進実施計画を策定し、取り組んでいるところでございます。労働保険の適用促進につきましては、これまでに既に存在している未手続事業に加えまして、毎年相当数設立される新規事業においても、認識不足等により新たな未手続事業が発生することなどによりまして、依然として相当数の事業が常態として存在してございますので、これは関係機関との連携によりまして、未手続事業の的確な把握、あるいはいわゆる職権によります労働保険の成立手続の実施によりまして、未手続事業の更なる解消を推進していく考えでございます。
　最後になりますが、運営方針40ページに記載のございます「個別労働紛争解決支援制度の積極的な運用」につきまして御説明いたします。当局におきましては、労働問題に関するあらゆる分野の相談に適切に対応するため、県内14か所に総合労働相談コーナーを設けまして、そこに総合労働員を配置いたしまして、アドバイス等によります問題の自主解決の促進や情報提供等のワンストップ・サービスを提供するとともに、神奈川労働局長による助言・指導、更には弁護士等の有識者で構成いたします神奈川紛争調整委員会による労使紛争事案のあっせんを展開いたしました。労働問題に関する紛争の未然防止や自主解決の援助、簡易で、迅速で、無料というこの紛争解決を引き続き円滑に図っていく所存でございます。
　平成13年の制度発足以来、労働相談件数は年々増加してございます。平成19年度以降は、常に５万件台の相談件数がございます。助言・指導の申出の受付けも、昨年度、20年度においては256件、あっせん受理件数200件台でございます。本年度の状況を見ますと、上半期だけでも、個別紛争の相談件数にしても、助言・指導の申出件数にしても、あっせん受理件数、これはともに過去のどの半期の状況よりも上回ってございます。このことから、本年度は過去最多の取扱件数になろうかと推測されます。
　今後とも、県内における個別労働紛争解決のための取り組みを一層効果的に機能させるため、神奈川県、労働委員会、横浜市、川崎市、横浜地方裁判所は労働審判制度がございます、などなどが参加いたします個別労働紛争解決制度関係機関連絡協議会を開催するなどいたしまして、関係機関の相互の緊密な連携を図ってまいりたいと考えてございます。

　以上で、早口で申し訳ございませんが、行政運営の方針案の説明を終わらせていただきます。御審議のほど、よろしくお願いいたします。

○柴田会長　
どうもありがとうございました。次年度の神奈川労働局の多岐にわたります行政運営方針案について、いろいろ御説明をいただきました。
　それでは、現場で御苦労いただいております皆様方、いろいろな立場からの御質問、御意見等がおありかと思いますので、活発なる意見交換をお願いしたいと思います。どこからでも結構でございますので、ご意見等ございましたらよろしくお願いいたいします。
○柏木委員　
おはようございます。連合神奈川の柏木でございます。
私の方から、４点ほど教えていただきたいと思います。
　まず、１つが、ページはあちこち行ってしまいますけれども、先ほど資料「安定－４」でワンストップ・サービス・デイの今後の取扱いということでお話がございましたけれども、実は昨年11月30日に第１回目をやられて、第２回目が12月21日に行なわれた際に、私どもも大きな課題だということで県内の９つの地域で、こういう催しがやられるよということで作成していただいたチラシを配布させていただきました。あと、いろいろ私たちの方の聞き取りも含めて若干お話を伺ったものですから、それを披瀝させていただいて、そういったことも考慮に入るのかどうかということをお聞かせいただきたいと思います。
　１つは、使い勝手がまだまだよくなかったと、結局その場での決裁なんかができきれない部分があったりして、そういったことが今後ここで記載されております地域協議会、そういった場面でより改善される方向でこの協議会をつくろうという動きが、多分これは厚生労働省、中央の方からの要請みたいなものがあるんでしょうから、そういったところまで幅広に協議がされるものなのかどうかというのが１点です。

　２点目が、セクシャルハラスメントの記載は結構ありますけれども、最近、神奈川県でも警察の方がパワハラでなんていう記載がございましたが、その辺はこの中からどの辺でそういうのを読み取っておけばいいのかというのが２点目でございます。
　それから、３点目は最低賃金にかかわってですけれども、生活保護との乖離幅を埋めていきましょうということで、ここ数年取り組んできているわけですけれども、生活保護の状況そのものはまたそろそろ動くのではないかなと思っておりますが、その辺はどういうふうにごらんになっているのかというのが３点目でございます。
　４点目ですが、これは本当に不勉強で大変申し訳ありませんけれども、31ページの（８）のイの「中長期的な視点に立った地域雇用対策」の中で、下段の方に「二十一道県については」云々という記述がございますが、神奈川県はこの21の中に入っているんだったかなと思いまして、そこを教えていただければと思います。これは10と11を足して21のあの話なのかなと思ったりもしておりますが、以上、４点お願いいたします。
○柴田会長　
では、４点、多分いろいろな方がお答えいただくんでしょうが、最初からいきましょうか。ワンストップはどちらに。

○松瀬職業安定部長　　　
まず１点目のワンストップ・サービス・デイの今後につきまして御説明します。連合神奈川様におかれましては周知にご協力いただきまして、本当にありがとうございました。おかげで大変な伸びでございます。ありがとうございます。
　そして、本通達が本省から届いておりませんが、現在、協議会についての文書の素案を見ますと、県レベル、地域レベルにおいて、これまでは必ずしも連携がとれていなくて、初めて挨拶されたような関係もありましたけれど、そういった関係機関との連携をより密にして、困窮者対策をより強固になったネットワークの上でもっと円滑にやりとりできるようにしていきましょうということが主なねらいでございまして、この協議会におきましては、様々な業務連携の在り方、調整方法、そういったことについて議論をするということでございます。また、イベント的なワンストップ・サービス・デイをまたやるかどうかということについても議論するということになっております。

　従いまして、都道府県協議会や地域協議会で議論し、調整・連携で改善される範囲においては使い勝手といいますか、利用者への利便性が高められるんですけれども、大もとの制度を変更しなければならない部分、例えばここでなければ生活保護とか、つなぎ融資の裁定をしない、ここまでしかできないというようなもの、川上の方が変わらなければそれはできませんけれども、地域レベルで変えられる部分については使い勝手を可能な限りよくしていくというふうなことにしております。
勿論、制度の制約があって、はっきり申し上げて、最後の最後まできちんと改善されない可能性はあるということでございます。申し訳ございません。

○高渕総務部長　
２つ目のパワハラをどこで読み取れるかという御質問について、私の方からお答えいたします。直接表現はこちらにはございません。ただ、パワハラというのは、法令上もいろいろと定義が難しい分野でございます。
　私が先ほど最後に御説明いたしました総合労働相談で扱っている案件を見ますと、一番預かっている案件は解雇・雇止めという雇用関係に関するものが大体34％を占めてございますが、最近の傾向といたしまして、実は職場におけるいじめ・いやがらせといった分野の相談が急増してございます。また、助言・指導の申出の内訳を見てみますと、やはりいじめ・いやがらせに関するものが増加傾向にあるということでございます。
　現在のところは、判例等を踏まえながら助言・指導という段階にとどまってございますが、これは今後各個別紛争の関連する関係機関等と情報交換しながら、適切な対応について更に検討を進めてまいりたいと考えてございます。

○柴田会長　
あとは最賃の件ですね。

○小林労働基準部長　　　
お尋ねの最低賃金の関係につきましては、例年、新年度に入ってから生活保護の数字については全国的に調査されるというふうな状況になっております。ですから、21年度の状況を踏まえて、22年度になりまして、その統計的な中でどの程度の乖離が発生するか、それがプラス、また拡大する方向になるのかというようなことが示されるのかなと。それを踏まえて、中央労働最低賃金審議会において22年度の引上げの目安というものが昨年、一昨年と示されておりますので、その段取りになるのかなと思います。
　実際問題、平成20年は19年の乖離が59円だったところ、昨年は19年に比べて66円の乖離ということで乖離幅が７円増えております。そのような状況が22年度もあるのか、また格差が少し縮むのかというふうなこともあるのかなと。昨年、766円から789円に23円の引上げを見ておりますので、これが収入的には増加になっております。これが税だとか、あるいは保険料だとか、そういう公租公課の方に反映する中で、また可処分所得の状況が若干増減するかと思いますので、おっしゃるように、跳ね返る可能性は十分あるのではないかというふうなところで統計の結果、私どもも強い関心を持って見守っているというふうな状況で、それを踏まえた中賃目安が出された段階での神奈川中央最低賃金審議会における審議というふうな形で御検討いただくということになるのではないかと考えております。
○柴田会長　
では、最後の21道県の件です。

○松瀬職業安定部長　　　
只今確認いたしましたところ、申し訳ございませんが21道県には神奈川は入っていないということでございます。この部分は修正を反映させていただきます。申し訳ございません。

○柴田会長　
以上、労働局からの回答があった４点、柏木さん、何か更にコメントはよろしいですか。

○柏木委員　
まず、１点目のワンストップの関係ですけれども、当然、今の経済状況がしばらく推移するというふうに我々も見ていますし、また各地方自治体の税収を含めて、もう下がってきているという状況の中で言えば、離職を余儀なくされ、なおかつ生活の基盤すら危うくなるという方々がこれからも発生する、残念ながらそういう状況になろうかなと思うんですね。
　そんな中で、当然、そのことは先ほどお答えがあったように、パワハラなんかに端的に表れているように、現場の様々なストレスがそういう形でつながっていく。この方針の中には自殺防止というところは記載されているけれども、そこに至る過程、恐らくはそういう経過を経てそこにつながるということだと思いますから、もしワンストップを中央に神奈川労働局として入れるのであれば、そんなに毎日毎日やってくださいという話ではなくて、四半期に１回というレベルでも結構なので、アンケートもそんな感じの答えも出ておりましたから、そういったことを意見上申していただきたいと思います。それから、自殺に至るまでに、そこにいきなり飛ぶのではなくて、やはりハラスメント対策というのは、これからしっかりやっていくという事が、とりもなおさず職場環境を整えていく事に繋がるだというふうに思っておりますので、よろしくお願いいたします。
　それから、本当に中長期的な地域雇用対策というのは、神奈川、あるいは愛知、産業がある程度リーディングカンパニーがあったところが打撃を被ると、そのリバウンドというのはやはり大きいと思いますので、その辺のバランスがとれた中長期的な地域雇用対策をやっていただきたいと思います。この中に、特に雇用移動の関係が記載されていましたけれども、そういったところについても基礎自治体、あるいは中間自治体と連携をとっていただく中で、神奈川の将来を見据えた雇用環境の在り方というものについても、せっかく中長期的な視点というところでお考えいただくのであれば、そういったところにも踏み込んで今後御検討いただければありがたいと思います。
　以上です。

○柴田会長　
ありがとうございました。これに関連して、使用者側は更に御意見とか御質問はございますか。
では、ほかのテーマで結構でございますので、どうぞ。高木さん。

· 高木委員　
先ほど、自殺云々というお話がありましたけれども、職場のことで自殺するというときに、うつで自殺する人が多くなっています。うつになる要因というのが、いろいろありますけれども、勿論パワハラとか、そういうのもあると思うのですが、過重労働というのもすごく多いのではないのでしょうか。それでうつになってしまったというのもあるし、職場の人間関係がまずくて、うつになってしまったというのもあるし、過重労働のために病院にも行けなかった、それで心筋梗塞で倒れてしまったということで労災になったということもたくさんございます。
　私はいつも感じておりますが、こちらの「神奈川における仕事と生活の調和の実現に向けた提言」に示された数値目標の達成状況と目標値５年後というのがあるんですけれども、この中のⅡの年次有給休暇の取得率というのが、現状が54.4％で、提言の策定時が56.9％、目標値の５年後が70％というふうになっているんですけれども、目標値が高いのは非常にいいことなんですけれども、私にすれば、このような現状であれば、本当に自殺も増えるだろうし、いろいろな問題が起きてくるだろうなと思うんですね。

　ちょっとこれを見させていただいたら、中小企業だけではなくて、アドバイザーが行って労働時間等のアドバイスをするというふうになっているんですけれども、年次有給休暇のことは私は以前もお話ししたと思うんですけれども、なぜもっと取得率をよくできないのかというのが、施策としては、国にしても、県にしても、何ににしてもそうなんですけれども、日本はどうしてこれがそんなに低いのかというのがいつも感じていることなので、せっかくのいい機会なので、ここまで数値目標を70％にするという施策のアドバイザーだけでいいのかというふうなことを感じて、例えば有給休暇を取得率が低い大企業に対しては罰則規定をつくるとか、逆にきちっと有給休暇を取らせているところには援助金を出すとか、そういうような具体的な施策はできないのかなというのが私の感じているところです。とりあえず有給休暇の取得についてご回答をお願いします。

○柴田会長　
パワハラの問題から、結局はそういうことではなくて、いろいろな人間関係、あるいは労働時間、有給も取れないようなと、そんなお話だと思うんですけれども、どうでしょうか。そういう問題で、昨今自殺の問題がマスコミ等でもかなり取り上げられておりますけれども、むしろこれは経営者側の方のお考えもあろうかと思いますが、行政としてはこれをどういうふうにとらえて、今の話だと単なるアドバイザー的なことではなくて、もっと広くこれに対応するような施策を考えられるのかどうか、よろしかったらお話しいただければと思います。

○小林労働基準部長

　今、高木委員からお話がありました最終的な年次有給休暇の消化率の引上げというふうなところ、なぜ上がらないのかというところについては、アンケートの中でも、家族の健康の問題だとか、親の不幸があったときに休まなければならない、特に病気ですね、そういうふうな時のために取得をするんだというところで、消化率50％というと、20日ある人は10日しか使わないというふうな状況だと思います。それで、翌年に10日引き継いで、翌年は30日というふうな形で引き継ぐ。ただ、30日を使うような方というのはやはり少ないのかなと思います。だから、使われずにもう時効になってしまって未消化のままというふうなところが多くなっているということかと思います。
　ただ、使う使わないは一応権利として労働基準法に定められているものですから、これを県としてこうするのは当然だというふうなところまで、権利者である労働者の人たちがしっかり理解してやるのも一つかもしれませんけれども、これを事業主は与えなければならないというふうな法条文に直すというふうなことも消化率100％に向けた取り組みの１つになるかもしれません。ただ県の情勢というのは法改正を議論するという場までは、そこまでまだ正式にテーブルに上がっていないという現状かなと認識しております。
　ですから、私どもとしてみれば、先ほどアドバイザーによるところの総労働時間の縮小に向けて年次有給休暇に消化というのも一つの選択肢でありますから、これは権利でもあるし、優先して考えてくださいというふうな申し上げ方はしておりますけれども、権利者である個々の職員の人たちの認識というふうなところも啓発・指導の中ではやっていかなければならないのかなと思います。

　そして、また、これが疲れた体を十分に回復させるというための制度であるにもかかわらず、過重労働という形で、今厳しい経済状況の中でこの仕事をいつまでにやらなければ企業としてもたないから頑張ってくれというふうなことに正直に頑張る。それは勿論自分の乗っている船でございますから、そういうようなところの中で通常の週40時間の時間をはみ出した残業もしつつ、土曜日や日曜日という休日にも出たりする中では、年次有給休暇というのはますます遠ざかっていくのかなと。私どもとしてみれば、まずそういうふうな長時間労働の縮減ということを念頭に、それは事業主に働きかけると同時に、今回の法改正は、年休ではありませんけれども、残業のうち60時間を超える部分については、休日というふうな形で振り替えるような制度も認めておりますので、そういうような形で身体を休めさせるということをまず第一義に考えて、過重労働対策の一つとしても考えてくださいというふうに指導していくような形に考えております。
　取らないところにはペナルティーを、年休取得が一定率よりいいところについては何かインセンティブをということは、御意見としてはこういうふうな意見もあったと何かの機会がありましたら私どもも本省に上げたいと思いますけれども、今労働政策審議会等において議論されているところはそういうような状況ではないというところを繰り返し申し上げて、答えにならない回答かもしれませんけれども、現状はそういうふうなことでございますということで御了解いただければと思います。

○高木委員　
有給休暇は取りたくないという人とか、管理職ぐらいになったり、年齢が高くなると、有給休暇なんて取るものではないという考え方を持っている日本人は多いんですね。ただ、私は労働審判もやっていますけれども、有給休暇を取らせてくれないという意見がたくさん出てくるんですね。実際に私が経営しているときに、従業員に聞きますと、上司が取らせてくれないと言っていましたね。だから、部下がいて、課長あたりが取らせてくれないと。だから、私が取りなさい、取らせなさいと言ったというような、何年もそういうことをやっていました。だから、取りたくない人もおりますが、取りたい人が取れるような施策をとっていかなければいけないということで私はお話ししているだけであって、取りたくない人にまで取れというのは、それは必要ないと思います。そういう意味です。取りたい人が取れなくて、精神的にも悩んで、休みが１日でもあれば病院に行けたのに、それが取れなかったというのが非常に悲しいことだなと思っているので申し上げましたので、少し頭に置いていただけたらいいと思います。
○柴田会長　
となると、管理者の方の意識改革を是非とも使用者側の団体の方からも御指導をお願いしたいなということです。

　それでは、ほかに何かございますでしょうか。どうぞ。

○埜瀬委員　　　　
今の話全く逆の話になってしまうんですが、37ページにイの「次世代育成支援対策の推進」とございますが、先ほど、局長さんからのごあいさつの中で、今３人に１人がということで騎馬戦型、また45年後の2055年には１対１で肩車式になるということで、子どもたちの支援というのは大事だと思うんですが、あくまでも私も外から聞いただけなんですが、実は先週、私どもの仲間の行政で保母さんをやっていた方々が５人で子育て支援のを立ち上げまして、もう立ち上げて半年ぐらいたつんですが、若いお母さん、子どもたちを連れてきていろいろやって、御主人がなかなか協力してくれないとか、いろいろな話を聞いている中で、育児休暇を取っているのはごく限られた方だと思うんですが、育児休暇をいただいて、パチンコへずっと行ってしまって、ちっとも子どもの面倒を見てくれないとか、ゴルフに行っているとか、今の先生のと逆のケースで、それで「何を私に頼みに来たんですか」と言いましたら、ここにありますように、今まで301人以上が今度は101人以上と対象も変わったので、経営者は勿論ですけれども、従業員の方たちにも子どもの支援は必要だ、大事なんだということを直接お話ししたいので、そういう場をつくってほしいということで来たんです。
例えば、100人以上の方を抱えているところが、従業員の方は時間がないですとか、とんでもないという具合に、お集まりすることが非常に不可能ですよと言ったら、お昼休みの20分でも10分でもいいから、お食事しながらでもいいからつくってくれというので、ここにもございますように、これから周知していくということで、その辺をどうやっていったらいいか、お知恵を拝借できればなとお願いになってしまいますが、ちょっとそんな話です。
○柴田会長　
ありがとうございました。ほかに、今の問題でどうぞ。

○大西雇用均等室長

　承りまして、次世代法に基づく行動計画については、23年から規模が小さくなりまして、その分、義務拡大するんですけれども、それに先立ちまして21年４月から、行動計画を策定した後、義務づけられた企業においては従業員に周知する、それから公表するという義務が合わせてかけられていまして、この周知につきましてはいろいろな方法が考えられるとは思われますけれども、社内ＬＡＮを使ったりですとか、事業所に掲示したり、あるいは懇談会をやったり、いろいろなことをなさっているとは思いますけれども、そういったこともございますので、いろいろなスタイルで周知していっていただけたらと存じますので、どうぞよろしくお願いいたします。
○埜瀬委員　　　
ありがとうございます。私も、中に部会代表者会議という各代表者がいますので、そこでまずお話をさせていただいて、個々にはまたそういう場をつくっていただこうかなと思っていますので、またよろしくお願いいたします。ありがとうございました。

○柴田会長　
ありがとうございました。ほかに。どうぞ。

○五十嵐委員　
前回も申し上げたかしれませんが、ワンストップ・サービス・デイなんかは、市とか協議会というところで連携しているということで、大変利用者のためになっていると思いますので、「安定－４」の支援協議会的なものを、これはどこが出しているか、本省が出しているのか、よくわかりませんが、福祉とか雇用だけではなくて、そのほかの機会均等だとかも含めて、是非こういったものを広げていただきたいなと思うところです。
　その観点ではありませんが、一方で、そういった行政の効率化という部分でもこういったものが進んでいけば、そういうところにも有効的になっていくのではないかという観点で、９ページの最初にこれが労働行政の基本的な対応のところであるものですから、少しお伺いいたしますが、こういったワンストップ・サービスなんかが更に連携をとっていけば、もっと行政事務の合理化だとか、在り方だとか、コスト縮減だとかが更に進むということが財政面からもより必要になってくると思うんですが、その辺を含めて、まず労働局自らがこういう行政のスリム化という部分についてどんなことをやっているのか、そしてこういうワンストップ・サービスなんかがこういったところにどの辺に寄与するのかということをお聞きしたいと思います。

　もう１点、たまたま９ページの一番下に書いてありますが、鳩山政権になって、ＣＯＰ15に対して削減目標25というのが出されているわけですけれども、雇用という部分からすると、プラスマイナスが相当あるのではないかと思っています。私どもとしてはマイナスの面は単純に進めなければいけませんけれども、ＣＯ２削減だけの側面ではなくて、やはり経済・雇用との両立、共存というものも大事な側面だと思っていおりますが、ここは本省に聞かなければいけないかもしれませんけれども、このＣＯ２対策が雇用に与える影響についてどのように思っているのか、私どもとしてはちゃんとその辺を国民に知らしめて、そして両方が共存できる目標なり、具体的な取り組みが必要だと思っているんですが、その辺について何か意見があれば聞きたいと思います。

○柴田会長　
これは局長からお答えいただきしょう。

○八田局長　
まず、行政の効率化ということで、ハローワークや監督署を運営するいろいろな経費についても削減目標を掲げまして、細かい話ですけれども、例えば両面コピーを徹底しましょうというようなこととか、たまたま労働局長用の黒塗りの車があるんですが、それがもう耐用年数になるので買い替えましょうという話があったので、それだったらハイブリッドカーにしようということでプリウスにしようとしたんですけれども、納車が半年先になるというので、今年度予算で買えないというので、とりあえず、監督署の車を普通乗用車を軽にしましょうということで、プリウスは来年買おうかねということで、細かい話で恐縮でありますけれども。
　それから、ＣＯ２削減の問題も、例えばハローワークも今は土曜日も開いたり、平日も７時までやっていますから、その分どうしても電気を使うことにはなるわけですけれども、一方で、国全体として、あるいは地球全体としてＣＯ２削減に取り組む、まさに隗より始めるというようなことからすれば、必要のないときに電気を消しましょう、あるいはインバーター方式の必要なときだけ電気がつく仕組みにしましょう、あるいは電気の契約も東京電力だけではなくて、民間からも安く買えるようなものもあるので、そういったものにしましょうというようなことで、内部的には取りくんでおります。
　今、五十嵐さんがおっしゃるような、ＣＯ２削減を進めて経済活動が低下したら、結果として雇用の場の減少につながりかねないのではないかというような多分マクロの話かなと承りましたけれども、この問題に関してはそうした中で省エネルギーについての新たな産業分野もできてきて、それを期待したいとも思っています。ですから、エネルギーを落とすからそれが直ちに雇用の縮小に直結するということではないんだろうというのが１点と、むしろ経営者の先生方からも御指摘いただければと思いますが、確かにそういった危惧はあり得るので、そうしたものを両立できるような新たなエネルギー産業を創設して、それが雇用に跳ね返るというようなことなども考えていければ、エネルギーの削減と雇用の縮小が同じように動くのではなくて、ＣＯ２削減を進めながら、それは新たな産業の創設によって雇用の場にもつながっていくというようないい流れができるのではないかなというふうに思ったりしています。
　それから、ワンストップとの関係で、より行政の効率化をということでありまして、これについてもハローワークが持っている就職のお手伝いと、福祉分野での様々なサポートをできるだけワンストップで提供しようということ、これは先ほど柏木委員の話にもございましたが、まだまだ課題はございますし、やはり別の行政組織であるわけでありますから、そうしたことでお互いの意思疎通をし、それぞれの施策をできるだけ的確に取り組んでいくということはすごく大切なことでありまして、そうした意味では年末に２回やり、またこうした協議会をつくって、今のところはハローワークに福祉のことがわかる人を常時置きましょうという形に今流れがありますから、特定の日のワンストップ・デイの開催ということよりも、ハローワークにおいてエブリィデイ・ワンストップで、仕事のことも、福祉のことも対応できるような枠組みにしていきましょうということで、今、福祉部局と連携・協議を進めている、そのような状況です。
○柴田会長　
ありがとうございました。環境問題は、雇用をどうするか、これはもうマクロ的な、いろいろなところで議論されていまして、ここで結論が出るというようなことではないと思いますけれども、行政の効率化ということは今後もよろしくお願いしたいと思います。

　ほかに何かございますか。どうぞ。

○小林委員　　　
少し教えていただきたいんですけれども、２ページに「雇用創出」という箇所があるんですけれども、アに「介護労働者等の確保・定着」と。私はよく雇用能力開発機構の関東ポリテクセンターへ行きますと、いわゆるヘルパーの人たちの養成が非常に積極的に行なわれているんです。いつも就職は100％なんですよということで、就職率はいいんですよと言うんですが、どうも長期間にわたって就労していないんですね。ですから、むしろ問題点はどのぐらい長く就労したかというところに問題があるのではないでしょうか。
　そうしますと、雇用を創出しているけれども、現実にその辺の労働環境等々を含めて、どういう形で実際にチェックされて、しっかり職場に就いたんだけれども、それがどうやって長期的に就労できるか、ここら辺の問題をどこで考えたらいいのかということを一つ伺いたい点ですね。

　もう一つは、「農林業分野における新たな雇用機会の創出」、ここにありますが、水産の問題というのは横須賀を抜かして漁業権というのはもう今はないので、沿岸漁業をやることは事実上難しいんですね。新しいシステムをつくらないといけない。林業の場合も、非常にいいことがここに書かれておりますが、具体的に日本の林業に新しい雇用の創出を図るとすれば、例えば日本の場合はスギを一生懸命植林して住宅資材にしてしまった。しかし、常緑樹ばかりで山は今死にかかっている。現実に林業への雇用の創出というふうに考えますけれども、他方には、県行政の中でそれを組み入れるような、受け入れる林業体制というようなものが雇用とどう結びついているのか、この辺がないと、文字に書いただけでは雇用の創出は図れないのではないだろうかなと、こういう点を一つ教えていただきたいなと質問させていただきました。
○松瀬職業安定部長　
御指摘のとおり、介護労働職種につきましては、求人倍率は高くて、入り口は非常に大きいんですけれども、労働条件、就労条件が厳しいとか、賃金が低いということで、長く続かないと言われているところですけれども、厚生労働省といたしましては、今後長い目で見れば伸ばしていかなければいけない分野であるので、入り口政策だけではなくて、賃金面をどうするかということも総合的に考えなければいけないということで、職業安定局の中で介護労働の対策室のようなタスクフォースを今つくって、いろいろ取り組みを始めているところでございます。その検討結果というのはまだまだですけれども、そうした中で就労についての課題とか、そういったものが今検討されているところでございます。

　２点目ですけれども、林業につきましては、我々は直接林業の業を持っているわけではありませんので、県の森林関係部局と協力いたしましてやっております。林業の後継者育成の事業をやっております県の今度は出口といたしまして、ハローワークがタイアップいたしまして、この２月はたしか松田町あたりだったと思いますが、そこで就職面接会をして繋げていくということで、植林といってもそんなに出てこないですけれども、森林整備をすることによって雇用が出てくるということでございます。
　また、本省といたしましても、全国で緊急基金を造成してやっていますけれども、中には森林面積の非常に多い都道府県ですけれども、息の長い雇用のためには森林整備をやっていくための後継者育成とか、あるいは、ただ木を育てる、作物を育てるという事だけではなく、グリーンツーリズムというようなものもありますけれども、都市の方がその農村に農業体験等いろいろと行く。そういったことも雇用になるのではないかということで、今基金を使った就労の開発がされていると聞いております。

　神奈川におきましては、松田町とか、あのあたりの山の周辺で県行政と一体になりまして、訓練から就労へつなぐというのを国と県がタイアップしてやっております。

○小林労働基準部長

　資料「事務局－７」の行政運営方針の14ページの上から４行目に「介護労働者」ということで、一応基準行政、労働基準監督署等における取り組みを次年度はこうするんだよということを書いています。
　この中で、今、安定部長の方からも話がありましたように、安定部長の方から話があったのは今後の処遇を総合的にどうするか、ベターにするという話ですが、ここに書いているのは、介護労働者の活躍する場における労働基準法等の諸法令に関する違反率というのがほかの業種に比べて高いというふうな背景がございますので、少なくとも、そもそも守らなければならない労働時間を初め、賃金の話、そういうようなところのベースは引き上げておかなければならない。それから上の話ということで、また考えてもらう。そういう面では、最低限の条件というところをクリアしてもらわなければならないという認識で、監督署の方は22年度、他の業種に比べて積極的に対象としていくということを考えている次第です。
○小林委員

　こういう審議会の場合は、例えば労働問題の場合は、使用者側とか労働者側、公益側とあるんですね。割と労使関係が明確になっている領域の雇用とか労働問題というのは結構同じテーブルの中で議論されたり、物がきちっと積み上がっていく部分がたくさんあるわけですけれども、これから例えばこういう介護の問題ですとか、農林水産の問題ですとか、そういう雇用問題とか何とかというようなことを将来考えていくときに、非常に重要な労働力を創出する、就労を創出する職場なんだというふうなことを言って、その一つのスローガンとしては立つんだけれども、それが具体的にどういうふうな山林計画というんでしょうか、整備計画の中で雇用がどうなっているのかというのは、そういう領域の労働問題というのは議論にはなるんだけれども、なかなかコンプリートされていかないという部分があったので、あえて質問させていただいたんですけれども、失礼しました。ありがとうございました。

○高木委員

　関連してですけれども、私も是非ともお願いしたいなと思っていたので、ちょうどおっしゃってくださったんですが、私の友達でケアマネジャーをしている人が何人かいるんですけれども、彼女たちの話を聞くと、独身の女性で40代だったらいいけれども、40代でもらえる給料が、もしそれが男性の同僚だと生活していけないと言うんですね。だから、介護の仕事を辞めて違う仕事をしなければいけないということで去っていく同僚の男性が多いと。それから、入ってきて一生懸命やってくれるという若い人達が何年後にこれだけの給料しか貰えないのであれば、とても生活していけないからと言って、せっかく入社したのに辞めていってしまう。そういう事を考えていくと、これからも介護の分野で雇用を創出していくというと、入り口はいいんだけれども、その後が大変だということがありますので、そのあたりを少しだけでも改善していただくと、彼女たちにも励みになるし、辞める人が少なくなるのではないかなと思っておりますので、是非ともこれはよろしくお願いいたします。
○八田局長　　　
今の介護、それから林業のお話、まさにおっしゃるとおりだと思います。特に介護報酬の問題は、同じ厚生労働省の中で老人保健福祉部局という部署があり、同一の大臣の下ですし、また、地域における特に第一次産業はこれまでは余り雇用関係ということよりも、もともと自営の方が多くて、その分野で新たな雇用の場をという形ですから、ある意味では雇用関係を持ち込もうとするときの課題は勿論あるでしょうし、我々の問題としては、今日は神奈川県の小林商工労働部長さんはいらっしゃいませんけれども、神奈川県といろいろな形で産業所管としっかりやっていますし、かつ新内閣政治主導でいろいろお取り組みいただいているでしょうから、まさに第一次産業所管の農林水産省とのいろいろな形での連携をお願いすべく、今日もこういう場でいろいろな御意見があった旨はきちっとお伝えをするとともに、神奈川県との関係は大切にしっかりやらせていただくつもりです。
○柴田会長

　局長からご回答いただきましたこと、しっかりお願いいたします。ほかに何かございますか。

○石部委員　　　
緊急雇用対策も含めて、一昨年からの不況の中で、ほぼ考えられる最大の予算をつけて、各種の助成金だとか、調整金等々をつけていただいていると思うんですけれども、目に見えるような改善になかなかいっておりません。昨今になりまして、いろいろな経済指標だとか景気の動向で、若干底割れを回避するような、輸出を中心に経済が浮揚する可能性というか、そういう兆しが出てきたというようなことも言っておりますけれども、私ども経済団体として、みんなでワークシェアリングしていこうという動きの中で、第一次産業、第三次産業、雇用の確保、吸収ということで、いろいろ政策的な手段を検討していらっしゃいますけれども、物づくりの神奈川ということで、神奈川の経済の特性から言いますと、輸出の比率が非常に高いし、経済の構成はサービス産業も随分増えてきておりますけれども、依然として物づくりとか、製造業とか、産業界の方が疲弊していると、なかなか呼び水効果のような景気の浮揚といいますか、しゃきっとするような、なかなか挽回されないと思いますので、そういう意味では国と県を含めて、行政を挙げて継続的な景気対策や雇用対策を是非お願いしたいと。そういう意味では、本当に緊急避難的にいろいろな措置をやっていただいていることは相当効果があるのではないかなという感じがしております。
　その中で唯一、今働き方の問題で、労働者保護というか、いろいろな社会問題になっています直接雇用とか非正規の問題が非常に注目されていますし、具体的に新しく規制をするような方向でやっていこうということですけれども、これは確かに従来非常に大きな問題があって、やはり一部行き過ぎもあると思うんですけれども、監督行政も含めてですけれども、働き方とか、いろいろなことがありますけれども、トータルのコストの競争力とか、国際的なバランスとか、働き方の流れはいろいろな考え方があると思いますので、労働者保護に反しないというか、そういうことの観点を見ながらも、生産活動や景気全体の成長軌道とか、そっちの方向にも是非配慮をした、いろいろなバランスのとれた議論をしていただきたいなというような感じがしております。

　物づくりの神奈川県の経済が少し、当面はまだ産業界が頑張って支えていって、波及効果が若干のタイムラグで第三次産業にしろ、サービス産業にしろ、第一次産業にしろ、雇用の吸収も含めて、努力で少しずつ移っていくのかなという感じがしておりますので、ちょっと抽象的な言い方ですけれども、是非そういうことをお願いしたいと思います。

　若者の就労支援等々で、出前の事業とか、いろいろ入り口で私どもはやらせていただいているんですけれども、ちょっと予算がつかなくて、製造業なんかはしっかり頑張って働こうというようなところが、先ほどの就職の人気の中でも就職率が新卒で少ないと言いながらも、メーカーは３Ｋ職場みたいな感じで、希望が上がってこないというような話もよく聞きますので、非常に悩ましいなと思っております。そこら辺を価値観や考え方が何とかどこかのきっかけでうまく変わっていけばいいのではないかなと思いますが、そういうことを是非お願いしたいなと思っております。

　以上です。

○柴田会長
　ほかに何かございますか。

○阿部委員　
株式会社アマダの阿部でございます。今いろいろ意見が出て、根本的な問題として財政出動の限界、こういった予算的な限界がいろいろなところに影響を与えているのかなと思います。

　民間企業として、今どんな問題があるかということの中で、非常に気になっているのは、これだけ雇用の機会が少ない中でも、質的には総人件費の増加という傾向があります。それはなぜ発生するのかなと考えてみますと、１つは健康保険とか福利厚生費の問題ですね。これも財政に関係しているんですけれども、協会健保への半ば強制的な資金補てんというのが民間の健保を運営するに当たってそういうのが求められているということです。それから、年金制度の継続維持という、生活者を保護、生活を維持していくための施策というのは、運用面を考えてみますと、なかなかうまくいかない。よって、会社が補てんをしていかなければいけない。それから、メンタルの罹患者というのが数の上で相当増えております。そういった人間を片っ端から切るわけにもいかないので、これは会社及び会社が補てんする健保の費用で面倒を見ざるを得ないという状況が挙げられています。そういう環境の中で、大きくとらえると、これからどこからどこまで民間企業でそういった費用を負担していかなければいけないのかというところがございます。
　その中で、まず雇用の問題。就業率の目標が今日配付されましたお手元の資料に書かれております。例えば、25歳から44歳の就業、60歳から64歳の就業と。これで、我々はといいますか、私などは若年層の雇用こそ優先的に守っていくべきであると考えおりますが、どの年齢層も雇用、就業率を高めていかなければいけないということで、日本の経済も低迷している中で、それも目標倒れということが言えるかと思います。
　こういった、まずここでは一つ就業率の目標について、経営者的にどこを優先してやっていくのかというのが、これは個々の企業にとってもかなり大きな問題になってくると思います。例えば、65歳雇用延長というのを罰則規定をもって臨まれるならば、これはなかなか若い人の雇用が守られないということになろうかと思います。そういった今後の行政に関してどう考えていくかということはまずここで議論、もしくは質問したいということになります。

　もう１点は、先ほど申し上げたメンタル、これは今雇用調整等の対象になっていないわけですけれども、こういったものを助成の対象にする考え方というのは議論できるのかどうか、この２点ですね。マクロ的にはどこからどこまで民間企業が面倒を見るのかという大きなところもございますけれども、個別には今の２点を質問かたがた、あと皆さんの意見を伺いたいと思います。

○八田局長　　　
どこまで民間がというと、それこそ財政施策全般の話で、私がお答えするのも何ですけれども、いずれにしても少子高齢化が進んで、我々も含めた現役世代が先ほど３人に１人、１人に１人という話も申し上げましたけれども、支えていくにはいろいろ課題があって、今社会保障費のお話もありました。雇用保険についても、若干保険料率を引き上げる方向での制度改正が今予定されているということでありますので、まさに国の財政全般の議論、まさに税の在り方、あるいは社会保障施策機関の在り方の中で検討がされていくべき課題なんだろうかなというふうにお話を伺って感じたところであります。
　それから、若者も大切、壮年層も、お年寄りもまさにこの数値目標の部分でありますけれども、これも少子高齢化の流れの中で若者はどんどん減っていくという中で、それぞれの就職にどこに力を入れるんですかというと、我々は雇用をやっている立場なので、ここはやって、あとはやらなくていいですと言えませんけれども、若い人たちがどんどん減っていき、かつ日本の経済社会、企業を支えていくであろう若い人たちの就職について、かなり力点を置いて取りくんでいかなければいけないんだろうなということがございますのと、一方で、現在働いている高齢者の方々は公的年金の支給開始年齢が延びていくわけでありますから、それに応じて、60歳定年であとは知りませんという社会も困ったものですよねということだと思います。

　阿部委員がおっしゃるように、法律で強制をし、罰則規定を背景に65歳定年を直ちに導入することについてはコンセンサスがあるとは一方で思っておりませんけれども、かといって、高齢者の雇用の部分について、若者を優先して、高齢者はのんびりやってくださいねというのは、政策論としても難しいかなというような感じを受けているところであります。

　メンタル疾患でお困りの民間の方、ある意味では我々の公務員の職場でも似たようなことがありまして、それについて我々も指針を出したり、いろいろな形でサゼスチョンとかサポートさせていただいているつもりですけれども、この問題は、世の中はますます複雑になり、少子化ではありますけれども、子どもたちが平和になっているなというのはまさに皆さんとの共通の認識で、なかなか難しい部分もあろうかと思います。これは特効薬はないにしても、しっかり取り組んでいかなければいけない課題かなというくらいだと思っております。
○柴田会長　
ありがとうございます。ちょっと私の感想を述べさせていただきますと、今朝の日経に載っていましたね。とうとう労働人口が６割を切った、これが更に今後も下がっていくだろうと。ではどうするのかという中で、そんな中の一つは女性進出だろうと。となると、やはり育児の問題をどうするか、あるいはワーク・ライフ・バランスをどうするかとか、そういうようなことが今後言われるだろう。となると、今日御報告いただきました中にすべてこれが盛り込まれているなという印象を私はずっと伺ったものですから、あとはこれを実行し、いかに意義のあるものとして、つまり保育所が足らないというのはいまだに言われているわけですよね。ですから、施策としては登場するけれども、今、小林さんも言われましたけれども、書くことは書かれるけれども、実行がという、やはり最終的にはそういうところになっていくんだろうと。したがいまして、今日提案されました来年度の案を是非とも実行に移していただけると、局長以下頑張っていただきまして、県とか市が御協力いただきまして、何かお願いしたいなと、そんな気がした次第でございます。

　余り時間がございませんが、最後に何かございますか。よろしいですか。

　それでは、いろいろ御意見をいただきましてありがとうございました。従来とちょっとスタイルを変えて、時間を長くとっていただきまして、皆さん方の意見を十分発表していただけたと思います。これを是非とも今後の行政に反映させまして、少しでもよりよい労働行政というふうにしていただきたいとお願いしたいと思います。

　最後に、議事録の署名人を決めなければいけないということで、私の方から申し上げますが、労働者側を柏木委員、使用者側を石部委員でお願いしたいと思います。

　何かほかに御提案等はございませんね。
　それでは、これをもちまして本日の私の方の議事としましては終了させていただきます。事務局にお返しします。

○平野企画室長　
会長を初め、委員の皆さんには活発な御議論をいただき、感謝申し上げる次第でございます。今後も各委員の先生方からいただきました御意見を生かしながら、的確に行政の運営に努めてまいりたいと思っておりますので、今後ともよろしくお願いいたします。

　本日はどうもありがとうございました。

了
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